
事 業 概 況 （令和５年 10月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年 10 月末現在における保険給付支払総額は 4,446 億円で、前年同期に比べ

て 1.0％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 2,122億円で 47.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,469億円で 33.0％を占めている。以下、休業補償給付が 12.9％、障害補償一時金が 3.8％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 11.8％増、障害補償一時金が 9.2％

増、遺族補償一時金が 9.0％増、葬祭料が 8.4％増、療養補償給付が 4.6％増、介護補償給付が 0.6％増となっているのに

対し、休業補償給付及び年金等給付がそれぞれ 1.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,492 億円で 33.6％、「建設事業」が 1,221 億円で

27.5％、「製造業」が 1,023億円で 23.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.6％、「林業」が 1.5％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 3.3％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が 1.8％増、「運輸業」が 1.2％増、「製造業」が 0.7％増となっているのに対し、「鉱業」が 9.7％減、「漁業」が 6.9％

減、「林業」が 4.0％減、「船舶所有者の事業」が 2.6％減、「建設事業」が 0.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 440,246,389 100.0 2.2 △    444,633,448 100.0 1.0

療 養 補 償 給 付 140,518,954 31.9 2.5 △    146,941,957 33.0 4.6

休 業 補 償 給 付 58,099,416 13.2 2.4 57,232,121 12.9 1.5 △    

障 害 補 償 一 時 金 15,618,074 3.5 8.5 △    17,061,819 3.8 9.2

遺 族 補 償 一 時 金 4,251,595 1.0 18.0 4,634,484 1.0 9.0

葬 祭 料 971,184 0.2 7.2 △    1,052,844 0.2 8.4

介 護 補 償 給 付 4,625,220 1.1 0.4 △    4,654,480 1.0 0.6

年 金 等 給 付 215,363,526 48.9 3.0 △    212,162,973 47.7 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 798,420 0.2 12.6 △   892,770 0.2 11.8

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　4年10月末 令和5年度　5年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,183億円で 55.7％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 810億円で 38.2％、傷病補償年金が 129億円で 6.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 694 億円で 32.7％、「製造業」が 594 億円で 28.0％、

「その他の事業」が 456億円で 21.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.9％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 440,246,389 100.0 2.2 △    444,633,448 100.0 1.0

林 業 6,779,949 1.5 6.6 △    6,510,935 1.5 4.0 △    

漁 業 1,203,083 0.3 10.1 △   1,119,756 0.3 6.9 △    

鉱 業 12,822,750 2.9 7.8 △    11,573,321 2.6 9.7 △    

建 設 事 業 122,126,879 27.7 3.7 △    122,054,630 27.5 0.1 △    

製 造 業 101,522,411 23.1 3.7 △    102,280,378 23.0 0.7

運 輸 業 48,429,018 11.0 3.3 △    49,021,172 11.0 1.2

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
988,461 0.2 4.2 △    1,006,124 0.2 1.8

そ の 他 の 事 業 144,433,449 32.8 1.5 149,177,787 33.6 3.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,940,387 0.4 1.5 1,889,345 0.4 2.6 △    

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　4年10月末 令和5年度　5年10月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和5年度　5年10月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 80,997,216 118,258,916 12,906,842 212,162,973 100.0

林 業 1,002,013 2,369,775 142,313 3,514,101 1.7

漁 業 199,413 626,381 15,953 841,747 0.4

鉱 業 787,609 6,440,533 980,266 8,208,408 3.9

建 設 事 業 21,606,583 43,122,934 4,704,902 69,434,418 32.7

製 造 業 28,898,877 28,204,503 2,326,545 59,429,925 28.0

運 輸 業 9,026,828 13,493,167 1,376,769 23,896,764 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
128,725 397,259 38,109 564,093 0.3

そ の 他 の 事 業 19,148,484 23,185,535 3,305,906 45,639,926 21.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 198,684 418,830 16,078 633,591 0.3

構 成 比 38.2% 55.7% 6.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年 10 月末現在における保険料徴収決定済額は 9,010 億円で、前年同期に比

べて 2.7％増となっている。保険料収納済額は 4,249億円で、前年同期に比べて 3.3％増となっている。また、収納率につ

いてみると 47.2％となっており、前年同期に比べて 0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,509億円で 50.0％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,827 億円で 20.3％、「製造業」が 1,635 億円で 18.1％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」が 0.3％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

　業　種 4年10月末 5年10月末 4年10月末 5年10月末 4年10月末 5年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 877,513,826 900,999,205 100.0 2.7 411,417,410 424,924,204 100.0 3.3 46.9 47.2

林 業 5,686,300 5,758,358 0.6 1.3 2,863,867 2,867,264 0.7 0.1 50.4 49.8

漁 業 1,870,374 2,016,017 0.2 7.8 857,814 976,699 0.2 13.9 45.9 48.4

鉱 業 2,591,003 2,584,748 0.3 0.2 △   1,104,017 1,098,051 0.3 0.5 △   42.6 42.5

建 設 事 業 177,034,222 182,726,287 20.3 3.2 89,470,742 93,889,518 22.1 4.9 50.5 51.4

製 造 業 161,153,608 163,464,980 18.1 1.4 68,923,296 70,107,009 16.5 1.7 42.8 42.9

運 輸 業 75,674,467 77,217,521 8.6 2.0 29,485,944 30,368,114 7.1 3.0 39.0 39.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,370,257 2,240,711 0.2 5.5 △   992,762 901,098 0.2 9.2 △   41.9 40.2

そ の 他 の 事 業 438,080,484 450,924,834 50.0 2.9 212,042,231 218,191,514 51.3 2.9 48.4 48.4

船舶所有者の 事業 13,053,110 14,065,749 1.6 7.8 5,676,738 6,524,937 1.5 14.9 43.5 46.4

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


